
（１）　朝食欠食

（２）　肥満傾向

（３）　痩身傾向

児童生徒の食生活を取り巻く状況

児童生徒の朝食欠食状況
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90.8%
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0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

小学校男子

小学校女子

中学校男子

中学校女子

必ず食べる １週間に２～３回食べないことがある １週間に４～５回食べない ほとんど食べない

出典：（独）日本スポーツ振興センター　「平成１９年度児童生徒の食生活等実態調査」

肥満傾向児の割合（男女計）
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痩身傾向児の割合（男女計）
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※　肥満傾向児とは、
性別・年齢別・身長別標準体重から肥満度を求め、肥満度が２０％以上のものをいう。 出典：文部科学省「学校保健統計調査」

※　痩身傾向児とは、
性別・年齢別・身長別標準体重から肥満度を求め、肥満度が－２０％以下のものをいう。 出典：文部科学省「学校保健統計調査」
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（４）朝食の摂取状況と体力合計点

（５）朝食の摂取と学力調査の平均正答率
　　＊朝食を毎日食べていますか

（対象：小学校６年生約１１５万人、中学校３年生約１０８万人）

出典：文部科学省「平成21年度全国体力・運動能力、運動習慣等調査」　　　　　
　　　　　　　　　　　　　（対象：小学校５年生　約１万９千校、中学校２年生　約９千校）

出典：文部科学省「平成21年度全国学力・学習状況調査」　　　　　
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平成２０年度 指導が不適切な教員の人事管理に関する取組等について（概要）

認定者 ①20年度に研修を受けた者 ② ③
総数 研修受 ２１年

現 依 分 分 転 研 その他 講予定 度から（①＋②＋③）
場 願 限 限 任 修 者のう の研修
復 退 免 休 継 ち、別 対象者
帰 職 職 職 続 の措置懲戒免職 １

がなさ定年退職 １
れた者

306 189 78 40 3 5 6 55 2 15 102

指導が不適切な教員の認定者数の推移

65

149

289

506
450

371

306

(400)
(362) (335)

(268)
(204)

566

481

0

200

400

600

１２年度

（５）

１３年度

（９）

１４年度

（２３）

１５年度

（５１）

１６年度

（６０）

１７年度

（６２）

１８年度

（６２）

１９年度

（６３）

２０年度

（６４）

認定者

研修対象者

全ての都道府県・指定都市教育委員会を対象として、平成２０年度の状況について調査。

１．調査対象・調査時点

２．指導が不適切な教員の認定者数

全ての教育委員会において指導が不適切な教員の人
事管理に関するシステムが整備されており、２０年度にお
ける職場復帰（７８名）や退職等した者（５０名）を含め、こ
れまでの取組の中で、職場復帰（７５７名）や退職等した者
（６９５名）がでており、一定の対応が進められている。

※ 研修対象者（当該年度）については、１６年度より調査。

※ 年度の下のカッコは、指導が不適切な教員を認定する人事管理システムを導入し

ている県市の数を示す。

指導が不適切な教員のうち
現場復帰または退職等した者

22

38

59

115

92

50
97

127
116

101
87

78

111112

96

94

39

18
0

50

100

150

１２年度 １３年度 １４年度 １５年度 １６年度 １７年度 １８年度 １９年度 ２０年度

退職等人数
現場復帰人数

○職場復帰 累計７５７名

○退職等した者 累計６９５名

※ 退職等人数には、依願退職、分限免職、懲戒免職、転任が含まれる。
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その他
18.1%

わいせつ行為等
15.1%

国旗国歌関係
2.9%

公費の不正執行
等

3.2%

交通事故
39.8%個人情報流出等

7.1%

体罰
13.2%

争議行為
0.5%

2,038

927 1,093 1,213 1,359 1,226 1,255 1,159

12,887

1,059

0

3,000

6,000

9,000

12,000

H11 H12 H13 H14 H15 H16 H17 H18 H19 H20

（調査対象）

平成２０年度中における、公立の小学校、中学校、高等学校、中等教育学校、特別支援学校における校長、副校長、教頭、主幹教諭、指導教諭、
教諭、助教諭、養護教諭、養護助教諭、栄養教諭、講師、実習助手及び寄宿舎指導員に対してなされた懲戒処分等及び分限処分。

１．懲戒処分等の状況

4,0207 2,9541,0594113091571８２平成２０年度

合 計

4,582

訓告等

13 

諭 旨
免 職

12,315 

戒 告

1６２

停 職

17,48212,8872４２1６８平成１９年度

減 給免 職 総 計
懲 戒 処 分年 度 （単位：人）

平成２０年度 教育職員に係る懲戒処分等の状況について（概要）

平成20年度懲戒処分の事由別割合
＜最近１０年間の懲戒処分の推移＞
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4,470
4,922

5,200 5,303

6,017
6,308

7,017

7,655
8,069

1,924
2,262

2,503 2,687
3,194

3,559

4,178
4,675

4,995
5,400

8,578

43.0
46.0

48.1
50.7

53.1
56.4

59.5 61.1 61.9 63.0

0

1,000

2,000

3,000

4,000

5,000

6,000

7,000

8,000

9,000

10,000

11年度 12年度 13年度 14年度 15年度 16年度 17年度 18年度 19年度 20年度

0.0

10.0

20.0

30.0

40.0

50.0

60.0

70.0 病気休職者数（人）
うち精神疾患による休職者数（人）

病気休職者に占める精神疾患の割合（％）

２．分限処分の状況

病気休職者数等の推移（平成１１年度～平成２０年度）

休 職

区 分 降 任 免 職 病気休職 起訴休職 その他 降 給 合 計
（うち精神疾患）

平成１９年度 0 14 8,069 4,995 )( 17 224 0 8,324

平成２０年度 5 8 8,578 5,400 )( 17 192 0 8,800

(619人増)

※ 年度の下のカッコは、精神疾患による休職者数の対前年比の数を示す。

(497人増) (320人増)(365人増)(507人増)(184人増)(241人増)(338人増)

(人) (％)

(405人増)
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公立小・中学校の学級規模別の在籍児童生徒数（平成21年５月１日現在）

低学年

【36人以上】
18.5万人
(8.3%)

【31～35人】
73.3万人
(32.9%) 【21～30人】

114.9万人
(51.5%)

【20人以下】
16.4万人
(7.4%)

中学年

【36人以上】
52.3万人
(23.1%)

【31～35人】
83.7万人
(37.0%)

【20人以下】
11.7万人
(5.2%)

【21～30人】
78.5万人
(34.7%)

高学年

【36人以上】
55.6万人
(24.1%)

【31～35人】
85.3万人
(37.0%)

【21～30人】
77.7万人
(33.7%)

【20人以下】
11.8万人
(5.1%)

小学校

１年

【36人以上】
33.3万人
(30.8%)

【31～35人】
49.4万人
(45.6%)

【21～30人】
24.0万人
(22.1%)

【20人以下】
1.7万人
(1.6%)

２年

【36人以上】
45.7万人
(42.9%)

【31～35人】
44.2万人
(41.5%)

【21～30人】
15.1万人
(14.2%)

【20人以下】
1.6万人
(1.5%)

３年

36人以上
50.8万人
(45.5%)

【31～35人】
43.9万人
(39.3%)

【21～30人】
15.4万人
(13.8%)

【20人以下】
1.5万人
(1.3%)

20人以下
21～30人
31～35人
36人以上

中学校
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0% 20% 40% 60% 80% 100%

中学校

小学校

文部科学省委託調査研究「教員勤務実態調査（小・中学校）報告書」（平成１８年度）より作成

とても感じる わりと感じる

あまり感じない

まったく感じない

無回答・不明
どちらとも
いえない

38.1

34.0

36.8

36.6

14.0

16.5

8.5

9.1

2.4
0.1

3.5
0.2

あなた（教員）は、次のことをどのくらい感じますか －保護者や地域住民への対応が増えた－

教員を取り巻く状況（教員の保護者や地域住民への対応）
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保護者に「地域の教育力」を自身の子ども時代と比較してもらったところ、過半数が「以前に比べ
て低下している」（55.6％）と回答。一方、「以前に比べて向上している」（5.2％）、「以前と変わらな
い」（15.1％）は低い割合。

その理由

※１４項目の中から３つまで選択。上記グラフは上位５項目の回答率。

以前に比べて
低下している

以前に比べて
向上している

以前と変わら
ない

わからない 不明

（％）

55.6 5.2 15.1 22.7 1.5

文部科学省「平成１７年度地域の教育力に関する実態調査」

地域の教育力に関する意識

（％）

56.1

33.7

33.2

33.1

30.1

0 20 40 60 80

個人主義が浸透してきているので
（他人の関与を歓迎しない）

　　　　　地域が安全でなくなり、子どもを他人と
交流させることに対する抵抗が増しているので

近所の人々が親交を深められる
機会が不足しているので

人々の居住地に対する
親近感が希薄化しているので

母親の就労が増加しているので
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問　あなたは、世の中全般に家庭の教育力が低下していると思いますか。

0% 20% 40% 60% 80% 100%

そう思う

　ある程度そう思う

　どちらともいえない

　あまりそう思わない

全くそう思わない

38.6 41.2 16.7

3.0

約８割の親が家庭の教育力が低下していると実感

家庭の教育力に関する意識

出典 文部科学省委託調査「家庭教育の活性化支援等に関する特別調査研究」（平成２０年度）
調査対象：０歳～１８歳の子どもを持つ２０歳～５４歳の父母３，０００人
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平成２２年４月現在 委託及び補助事業の総数

学校支援地域本部数 ２，５２８

実施市町村数 １，００１

対象小学校数 ５，８７６

対象中学校数 ２，６３１

学校支援地域本部事業基礎データ
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学校運営協議会制度（コミュニティ・スクール）について

１．制度の導入
保護者や地域住民が学校運営に参画する「学校運営協議会」

を設置可能とするため、「地方教育行政の組織及び運営に関する
法律」の一部を改正。平成 16 年 9 月 9 日より施行。

２．学校運営協議会の主な役割
○ 校長の作成する学校運営の基本方針の承認
○ 学校運営について、教育委員会又は校長に意見
○ 教職員の任用に関して、教育委員会に意見

（教育委員会はその意見を尊重して教職員を任用）

保 護 者 、 地 域 の 皆 さ ん

学 校
都 道 府 県

教 育 委 員 会

市 町 村

教 育 委 員 会
学 校 運 営 協 議 会

委 員 ： 保 護 者 、 地 域 の 皆 さ ん

教 職 員

人 事 の

決 定

学 校 の 指 定

委 員 の 任 命

説

明

意

見

協 議

コ ミ ュ ニ テ ィ ・ ス ク ー ル の イ メ ー ジ

学 校 運 営
の

基 本 方 針

学 校 運 営

・

教 育 活 動

学 校 運 営
の

基 本 方 針

学 校 運 営

・

教 育 活 動

校 長

承 認

意 見

人 事 に 関 す る 意 見

意 見

※　平成21年度以降の指定予定・検討状況は、平成21年4月1日現在の文部科学省調査による。
　　　　　　は、平成21年4月2日～平成22年4月1日までに、　　　 は、平成22年4月2日以降に指定予定の学校数を表す。

公立学校における学校運営協議会を置く学校(コミュニティ・スクール)の指定(予定)状況

104478

478

346

197

53

17

110

0 100 200 300 400 500 600 700 800

平成17年4月1日

平成18年4月1日

平成19年4月1日

平成20年4月1日

平成21年4月1日

平成21年度以降（予定）

校

692
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学校数 割合 学校数 割合

35,042 82.3 2,284 5.4

(33,694) (78.4) (3,496) (8.1)

5,243 1,860 35.5 891 17.0

(5,329) (1,717) (32.2) (1,054) (19.8)

22,249 19,619 88.2 882 4.0

(22,478) (18,816) (83.7) (1,596) (7.1)

10,113 8,944 88.5 449 4.4

(10,171) (8,593) (84.5) (740) (7.3)

4,034 3,728 92.4 47 1.2

(4,078) (3,710) (91.0) (80) (2.0)

14 14 100.0 0 0.0

(9) (9) (100.0) (0) (0.0)

933 877 94.0 15 1.6

(933) (849) (91.0) (26) (2.8)

公立学校における学校評議員(類似制を含む)の設置状況(全公立学校種合計)

※1「学校評議員類似制度」＝趣旨や目的が学校評議員とほぼ同じ制度のうち，学校評議員制度の要件を一部満たしていない制度
※2「その他の地域参加制度」＝趣旨や目的が学校評議員とほぼ同じ制度のうち，意見者の任命・委嘱が行われない制度

平成18年度8月1日現在)
(平成17年度7月1日現在)

全公立学校数
設置ずみ 設置検討中

学校評議員(類似制度を含む)を設置している公立学校数

42,586

(42,998)

内
訳

幼稚園

小学校

中学校

高等学校

中等教育学校

盲・聾・養護学校

62.4

72.0

78.4

82.3

24.1

9.5

8.1

5.4

0 20 40 60 80 100

平成15年7月

平成16年7月

平成17年7月

平成18年8月

設置済み

設置検討中

%
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１．自己評価の実施状況
自己評価の実施状況

○平成18年度間に自己評価

を実施した公立学校は、全
体の98.0％と、ほぼ全ての

公立学校で自己評価が行
われている。

98.0

97.9

96.5

94.6

85.0 88.0 91.0 94.0 97.0 100.0

H18

H17

H16

H15

公立学校における自己評価実施率の推移（％）

※割合の分母＝全公立学校数

公立学校における自己評価の実施率【平成17～18年度】（校種別）（％）

85.9

99.7 99.7 99.0

85.7

99.7 99.6 99.5

75

80

85

90

95

100

幼稚園 小学校 中学校 高等学校

H17 H18

○また、国立学校における実
施率は96.5％(前年度比
0.8％減)、私立学校におけ
る実施率は54.7％(前年度
比2.3ポイント増)であった。

→前年度比0.1ポイント増
であり、平成14年度に調

査を開始して以降で最高
の割合を記録。

→特に、小学校では99.7％、
中学校では99.6％、高等
学校では99.5％の学校で

自己評価に取り組んでい
る。

学校評価及び情報提供の実施状況調査結果学校評価及び情報提供の実施状況調査結果（（平成平成1818年度間年度間概要概要））
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２．学校関係者評価の実施状況

49.1 50.9

0% 20% 40% 60% 80% 100%

公立学校における学校関係者評価の実施割合【平成18年度間】（％）

公立学校における学校関係者評価の実施状況（校種別）（％）

22.1

50.2 51.2

69.3

0.0

10.0

20.0

30.0

40.0

50.0

60.0

70.0

80.0

幼稚園 小学校 中学校 高等学校

実施した

学校関係者評価の

実施状況

○平成18年度間に学校関係

者評価を実施した公立学
校は、全体の49.1％と、約

半数の公立学校で学校関
係者評価に取り組まれて
いる。

※割合の分母＝全公立学校数

○また、国立学校における実
施率は68.1％、私立学校
における実施率は12.9％
であった。

○公立学校の状況を学校種
別に見ると、小学校での実
施率が50.2％、中学校で
の実施率が51.2％と、公

立学校全体と同様の傾向
が見られる一方、高等学校
での実施率は69.3％と、中

学校以下に比べて取組が
進んでいる。

実施していない
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教科に関する調査の結果

○関心・意欲・態度については、算数・数学の勉強が好き、朝食

を食べているなど多くの点について改善傾向が見られる。

○学習に対する関心・意欲・態度、宿題、読書、基本的生活習慣

等で肯定的な回答をした小中学生ほど正答率が高い傾向。

児童生徒質問紙の結果

「知識」

「活用」

＜出題の傾
向＞
「これまでの
調査で課題
の見られた内
容の問題」や
「解答に当
たってより正
確な理解が
必要な問題」
を多く出題

相当数の
児童生徒
が今回出
題してい
る内容を
概ね理解

知識・技
能を活用
する力に
課題

平成19年度平成19年度 平成20年度平成20年度

我が国の子どもたちの学力と学習の状況①

○ 平成２１年度調査を平成２１年４月２１日に実施、８月２７日結果提供・公表
○ 小学校第６学年、中学校第３学年の児童生徒が対象 （約235万人が調査に参加）
○ 対象教科は国語、算数・数学 （児童生徒と学校に対する質問紙調査も実施）

○ 「知識」と「活用」（知識・技能等を実生活の様々な場面に活用する力など）に関する問題を出題

○全国学力・学習状況調査の分析・活用、国語・算数・数学の

宿題をよく与える、PTAや地域の人々の参加等、学力向上

のための取組が増加

○学力低位層の割合が減少した学校では、学習規律の維持

の徹底や、国語の宿題を与えている学校の割合が増加。

○自分で調べたことや考えたことを分かりやすく文章で書か

せる指導、書く習慣を身に付ける指導、実生活との関連を

図った指導を重視している学校等の方が平均正答率が高い。

学校質問紙の結果

○大都市、中核市、その他の市などごとの状況について大きな差は
見られない。 ※昭和３０年代に課題であった都市と農村の差は見られない。

○都道府県のばらつきは小さい（ほとんどが平均正答率の±５％以
内）が、一部に差。

調査結果の積極的な活用を推進
①国において調査結果の積極的な活用を一層充実 ②教育委員会、学校等における調査結果を活用した取組を推進

○基本的な分析に加え、専門的・多面的な分析を推進専門的・多面的な分析を推進

○○教育指導や学習状況の教育指導や学習状況の改善等に役立つ情報を積極改善等に役立つ情報を積極
的に発信的に発信

○各教育委員会、学校における学校改善に向けた計画的な取組を推進各教育委員会、学校における学校改善に向けた計画的な取組を推進

○学校において、児童生徒への教育指導等の改善に活用学校において、児童生徒への教育指導等の改善に活用

「知識」
は一部
課題

知識・技
能を活用
する力に
課題

「活用」
は全般
的に課
題

平成21年度平成21年度

知識・技
能の定
着に一
部課題

平成21年度全国学力・学習状況調査
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我が国の子どもたちの学力と学習の状況②

・ＰＩＳＡ調査；ＯＥＣＤが15歳児（我が国では高校1年生）を対象に実施◆ ＯＥＣＤ生徒の学習到達度調査（PISA）の結果から

◆ ＩＥＡ国際数学・理科教育動向調査（ＴＩＭＳＳ２００７）の結果から
・ＴＩＭＳＳ調査はＩＥＡ（国際教育到達度評価学
会）が昭和39年から行っている調査で、2007
年は、小学４年生と中学２年生を対象に算数・
数学、理科について調査。

・ＰＩＳＡ調査のように「活用する力」ではなく、
学校カリキュラムを通してどの程度知識が身
についたかを調査。

・我が国の児童生徒の学力は、国際的に見て
上位。平均得点はすべて前回以上だが、統計
上の誤差を考慮すると前回と同程度。

・小学校で一部改善が見られるが、学ぶ意欲や
学習習慣に課題があり、また、テレビやビデオ
を見る時間が長く、家の手伝いをする時間が
短いなど生活習慣にも課題。

※１ 2000年、2003年の共通領域の結果で比較

※２ 出題の枠組みが変わったため、比較可能な

共通問題の結果で比較

２０００年 ２００３年 ２００６年
平成１２年７月調査実施、翌年12月公表 平成１５年７月調査実施、翌年12月公表 平成１８年６，７月調査実施、翌年12月公表

OECD
加盟国中
の順位

<フィンランドに次ぐ上位グループ>

８位/27ヵ国

<ＯＥＣＤ平均と同程度>

１２位/29ヵ国

<ＯＥＣＤ平均と同程度>

１２位/29ヵ国

（参加国中） （８位/３1ヵ国） （１４位/４0ヵ国） （１５位/56ヵ国）

OECD
加盟国中
の順位

<上位グループ>

１位/27ヵ国

<上位グループ>

４位/29ヵ国

<OECD平均より高得点グルー

プ>

６位/30ヵ国

（参加国中） （１位/３1ヵ国） （６位/４0ヵ国） （１０位/57ヵ国）

OECD
加盟国中
の順位

<上位グループ>

２位/27ヵ国

<上位グループ>

２位/29ヵ国

<上位グループ>

３位/30ヵ国

（参加国中） （２位/３1ヵ国） （２位/４0ヵ国） （６位/57ヵ国）

前回と共通
領域の正答
率は変化な
し。（※１）

有意差
なし

共通問題
の正答率は
変化なし。
（※２）

読解力

２０００年調査の中心分野

数学的リテラシー

２００３年調査の中心分野

科学的リテラシー

２００６年調査の中心分野

有意に
低下

有意差
なし

有意に
低下

1.0

2.7

0.6

1.6
1.8

1.2

0.0

0.5

1.0

1.5

2.0

2.5

3.0

宿題をする テレビやビデオを見る 家の仕事（手伝い）をする

一
日
当
た
り
の
平
均
時
間

日本

国際平均値

中学校中学校

算数 理科

2007年 70% 87%

2003年 65% 81%

国際平均（2007） 80% 83%

勉強は楽しいと思う
（小学校）

2007年
（第５回）

2007年
（第５回）

2003年
（第４回）

2003年
（第４回）

５７０点
(５位/４８か国)

５５４点
(３位/４８か国)

５７０点
(５位/４６か国)

５５２点
(６位/４６か国)

５６８点
(４位/３６か国)

５４８点
(４位/３６か国)

５６５点
(３位/２５か国)

５４３点
(３位/２５か国)

中学校

数学 理科

小学校

算数 理科

31


	児童生徒の食生活を取り巻く状況
	平成２０年度指導が不適切な教員の人事管理に関する取組等について

	平成２０年度教育職員に係る懲戒処分等の状況について

	公立小・中学校の学級規模別の在籍児童生徒数

	教員をとりまく状況（教員の保護者や地域住民への対応）

	地域の教育力に関する意識

	家庭の教育力に関する意識

	学校支援地域本部事業基礎データ

	学校運営協議会制度（コミュニティ・スクール）について
	学校評議員（類似制度を含む）を設置している公立学校数
	学校評価及び情報提供の実施状況調査結果
	我が国の子どもたちの学力と学習の状況



